科目名称： 工学倫理

モジュール名称： ２　専門職としての技術者
講義教材ティーチング・ノート

対象とする学習参加者：

企業その他の組織において、技術経営に関して意志決定をする立場にある者、また、技術経営に関する制度の設計を行う立場にある者。開発技術および生産技術に携わる者。企業倫理や企業の社会的責任に関係する部署に属する者。

参加対象者詳細具体例
(1) トップマネジメント及びその候補者

(2) 技術系の部門のトップおよびその候補者
(3) 組織設計部門（企画部など）のスタッフ
(4) 開発および生産に携わる技術者
(5) エシックスオフィス等のスタッフ
学習目標：

-技術業に携わる専門職業人（プロフェッショナル）としての技術者の責任ある行動の規範と基準について考察する。

-技術者の責任をどのように考えるか、どの範囲まで技術者個人の責任とみなすかについて、専門職としての技術者の責任ついての3つのモデルを学ぶ。

-専門職集団における倫理的行動の規範を定めている倫理綱領について理解する。

ティーチングノート：

ページ１ サブタイトル：専門職　プロフェッション
ノート：プロフェッション(profession)とは広義には、生計を提供するすべての職業(occupation)のことである。狭義には、高度な専門性を持ち、自己規制的であり、公益のために奉仕する仕事(work)の形態を指す。そのため、プロフェッションには、１．高度な専門性、２．自己規制、３．公共善が求められる。

　英語のprofessという言葉はもともと「公言する」とか「誓約する」といった意味で、職業とはあまり関係がなさそうであるが、これが職業と関係するようになった背景には、キリスト教的な職業観がある。キリスト教でいう「職業召命説」によると、人はみな神様から「これこれこういう職業につきなさい」と命令をうけ、それに応じて「わたしはきちんとその仕事をします」と神様に対して公言・宣誓を行う。この、「神から与えられた職業」というのが「プロフェッション」というもののもともとの意味である。しかし、時代とともにプロフェッションという言葉の意味は変化してきた。宗教の社会的役割が弱くなってくるにつれ神様に対する宣誓という側面は薄れ、「プロフェッション」という言葉は医者や弁護士といった、あるタイプの職業についている人たちのグループ（これを「職能集団」という）を指して使われるようになった。
ページ２　サブタイトル：プロフェッションの特徴
ノート：プロフェッションの特徴を以下の六つにまとめると、これらの特徴は相互にかかわりあっている。

(1) 高度な専門知識を必要とする

(2) 自立性を持つ

(3) 特権・権威を持つ

(4) 社会的に重要な仕事をする

(5) 倫理綱領を持つ

(6) 独自の価値観を持つ
まず第一に、プロフェッションは高度な専門知識を背景とするものである。たとえば医者は人体や病気の理論に支えられているし、法律家の場合は法律とその解釈の体系が背景理論となる。技術者の場合は分野によって必要となる専門知識の内容が変わってくるが、高度で体系的な専門知識を必要とすることにはかわりはない。こうした体系的教育には大学などの教育機関が必要である。

第二に、プロフェッションは自律性、つまりプロフェッションの外から干渉されないという側面を持つ。個々人のレベルで言えば、プロフェッショナルは単に客の言いなりに仕事をするのではなく、自分の判断で顧客の利益を考え行動するという部分がある。技術者が設計をする場合も、製品が満たすべき条件は外から与えられるが、具体的な設計の内容は本人に任される。これはプロフェッショナルの仕事が高度な専門知識を要することからは当然といえる

第三に、プロフェッショナルはまわりの社会から認められたさまざまな権威や特権を持つ。特権の中には、法律的に決められているものもあり、具体的には医師免許や弁護士免許といった免許がそれにあたる。これらの免許は「業務独占資格」といって、その免許を持っていればある特定の業務（医者ならば医療行為）を独占的に行うことができる（言い換えるとその免許を持っていない人がその業務をしてはならない）ということが決まっている。技術者の場合、たとえば、建築家には建築士という資格がある。

第四に、プロフェッションは社会的に重要な仕事をするので、プロフェッションは権威や特権を社会から認められている。医師は人々の健康を維持するという重要な役割を果たしており、法律家は法律システムを動かすという役割を果たしている。技術者の場合は分野によってさまざまであるが、社会に役立つ工業製品を作り出し、生活を豊かにする役割を果たしていると言えるであろう。

第五に、プロフェッションの特徴として、倫理綱領というものがある。第二の特徴のところで述べたように、プロフェッションは職能団体を作り、その多くは、そのメンバーがどういう義務を持つか、何をしなくてはいけないか決めたルールを持ち、それが倫理綱領と呼ばれている。倫理綱領が作られる理由はいろいろあるが、プロフェッションの仕事が社会に大きな影響を与えること、そしてプロフェッションの持つ独占的な特権や権威は濫用されやすいということなどが挙げられる。

第六に、プロフェッションは独自の価値観を持つ。これは、いわば倫理綱領を背後でささえるものである。たとえば、そのプロフェッションの社会的使命や、そのプロフェッションにおける模範的な仕事のしかたについてのイメージがある。こうした価値観はプロフェッションの仕事の内容と密接に結びついている。技術者の場合は、やはり仕事の内容と結びついて、「工業製品による豊かさ」という価値観があろう。この意味での豊かさがどんな場合にもよいと思う必要はないが、少なくとも工業製品を利用して豊かになることに何の価値も認めないのならば技術者という仕事は成り立たないと言えるであろう。

ページ３ サブタイトル：サブタイトル：技術者とは（JABEEの定義)
ノート：図に示すように、科学の拡大に携わるものが科学者Scientist、技術の伝承・拡大に携わるものがTechnologistである。Technologistに対応する日本語は見当たらない。携わるという表現を、業とするという表現に変えてもよい。業professionを通じて、個人は社会に対する役割を鮮明にする。

技術に関わる業には、そのベースとなる中核能力に応じて広がりがある。高度な科学知識（工学）とその応用を業の核とするものをEngineering、技能skillを核とするものをTechnologyと呼ぶ。前者を担うものが技術者Engineer、後者を担うものが技能者Technicianである。
（http://www.jabee.org/OpenHomePage/jabee.htm）

日本技術者教育認定機構（JABEE : Japan Accreditation Board for Engineering Education ）は、技術系学協会と密接に連携しながら技術者教育プログラムの審査・認定を行う非政府団体として、1999年11月に設立された。大学など高等教育機関で実施されている技術者教育プログラムが、社会の要求水準を満たしているかどうかを外部機関が公平に評価し、要求水準を満たしている教育プログラムを認定する専門認定 (Professional Accreditation)を行っている。

基礎教育の充実を通じて技術者の能力が高まり、国際的に通用する専門職Professionalsとしての技術者が多く生まれるようになれば、これは技術者個人のチャンスを拡大するのみならず、技術力強化を通じて社会と産業に貢献することになる。またそのような技術者が、プロの証として技術者資格－技術士－を取得するようになれば、技術の社会に対する責任が一層明確な形で担保されるようになる。また、このようにして技術者の社会的認知が高まり、職業としての魅力が増すと、意欲ある若者が技術者の道を志すようになる。これが教育をプッシュアップする。

JABEEは、教育と技術者キャリアーの二つが車の両輪のように均衡を保って支え合う全体像を描きながら、認定による技術者教育の向上に特化する。

ページ４ サブタイトル：日本の技術者の社会
ノート：日本の技術者の社会は欧米とは異なる発展をしてきた。欧米の技術者協会は、厳格な資格要件を満たしたものだけが会員になれる。そして、その会員だけにその専門分野の仕事をすることが認められる。中世欧州のギルドの流れを組んでいると見ることもできる。　

　日本の工学高等教育は1873年（明治6年）に設立された工部省工学寮（1877年に工部大学校と改称）の設立に始まる。また1877年に創立された東京大学にも理学部の中に工学系の学科がおかれた。それらの学科と工部大学校が統合されて､1886年に帝国大学工科大学が誕生している。日本の工学高等教育は欧米と比較して、それほど遅れることなく始まっている。

　しかし、工学部の卒業生が専門職技術者として職能意識を認識できる環境は未だ整っていなかった。1879年（明治12年）11月8日に卒業した工部大学校第1回卒業生23名によって、同窓会として工学会が発足した。これが日本の工学系学協会の始まりであり、現在の日本工学会の源である。その後工学会は工部大学校以外の東京大学卒業生はじめ広く工学工業に従事する者にも門戸を開いたが、大学同窓会としてスタートしたことは、現在の学協会において専門職能集団より学術団体としての性格が強いことに影響していると思われる。

　日本工学会の100周年記念誌に掲載されている正会員61団体（現在の正会員は104団体）のうち英文名称にEngineersなどを含んで技術者の団体であることを表明している学協会は11団体に過ぎない。これは米国の工学技術教育認定委員会(Accreditation Board for Engineering and Technology, ABET)を構成している21団体のうちEngineersを含む学協会は15団体であることと際立った対照を示している。名称からも日本の工学系学協会は職能集団よりも学術団体であると言えよう。学協会の事業においても、学会誌の刊行や学術講演会の開催などの学術活動が重視されており、専門職技術者としての諸活動は十分に展開されてこなかった。

東西冷戦時代が終焉し、経済のグローバル化が進む中で、日本では国際的に通用する技術者を養成することが重要な課題になってきた。先のスライドで述べたJABEEによる技術者教育の審査認定もこうした背景の下で推進されている。
技術者教育の国別の認定システムとは別に、技術者教育の質的同等性を国境を越えて相互に承認し合う協定、いわゆるワシントンアコードが1989年に締結された。最初はアメリカ、イギリス、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、アイルランドの六カ国を代表する技術者教育認定団体が調印したが、現在は香港と南アフリカが加わっている。現在、ワシントンアコード加盟国はアングロサクソン系あるいは英語圏の諸国に限られている。ヨーロッパ連合を代表するFEANIや日本は、これまでオブザーバーとして接触を保ちながら動向をフォローしてきた。なお、ワシントンアコード加盟団体は、何れも国家から独立した民間の認定団体である
　平成16年3月26日付け官報（号外第65号）において技術者教育プログラムのJABEE認定を踏まえた指定が告示された（文部科学省告示第43号）。この措置によって、JABEE認定と技術士制度との関連が一層緊密なものとなり、教育の向上と技術士の活用の両面に大きな弾みをつけるものになるであろう。
ページ５ サブタイトル：技術者になるということ
ノート：現代社会は、高度な技術の恩恵を享受する一方で、強い技術不信にも陥っている。激しい技術たたき、技術者たたきが日常化したかのようにもみえる。しかし、技術の負の面を克服するためにも優秀な若者が技術の分野に必要だ。若者たちは誇りを持って技術者を目指して欲しい。

そのためには、技術者を尊敬し、大切にする社会にしなくてはならない。青色発光ダイオード（ＬＥＤ）の開発者として知られる中村修二・米カリフォルニア大サンタバーバラ校教授が、勤務していた日亜化学工業（徳島県阿南市）に発明の対価の一部として200億円を求めた訴訟の判決が2004年1月30日、東京地裁であり、発明の対価を約604億円と認定し、請求通り日亜に200億円の支払いを命じた。同種訴訟での高額発明対価としては、光ディスク関連特許について東京高裁が1月29日に日立製作所に1億6300万円の支払いを命じたばかりである。これを大きく上回り、史上最高額を一気に更新した今回の判決は、同種訴訟に影響を与えるだけでなく、企業側にも大きな波紋を広げるだろう。発明の対価が正当に評価され、技術者が活き活きと働ける環境が必要だ。
それとともに、「技術者は社会に対して、特別な責任を負う職業である」という専門家意識を持たなくてはならない。技術は危険なものを安全に利用する知恵であり、技術が高度化すればするほど、市民には理化できなくなってしまうことから、技術者は「特別な責任」を負っている。
ページ６ サブタイトル：誇り高い技術者
ノート：現代社会におけるわれわれの生活は技術者の仕事なしでは成り立たず、今後この社会が進む方向についても、技術者がどういう製品を作っていくかということに大きく依拠していくであろう。このことが分かっている人たちは決して技術者を軽んじたりはしないはずだ。これもまた、技術者にかぎらず、どのプロフェッションにもあてはまる。プロフェッショナルであるということは、尊敬され、頼られる存在でもあるということであり、これは十分誇りをもってよいことである。

「プロとしての誇りを持つ」ということは、ただ単に自尊心を持つというだけではなく、誇りを持って行動するという側面も伴う。もう少し具体的にいえば、「プロとしての仕事をきちんとする」ことなしには、自分を頼りにし尊敬してくれている周囲の人たち、あるいは同じプロフェッションとしての誇りを持つほかの技術者たちを裏切ることになるし、なによりも自分自身が自分の仕事に誇りを持つことができなくなってしまう。プロとしての仕事をきちんとするのは、最終的には他の誰のためでもない、自分自身の誇りを裏切らないためではないではないか。誇り高い技術者になるということは技術者としての日常の仕事をきちんとこなすということである。

そして、社会的に責任のある仕事をする上でも、技術者は一人で働くわけではない。すぐれた技術者は、物質的・技術的要素だけではなく、消費者・行政などの社会的要素にも十分注意を払うことのできる「技術者兼社会学者（engineer-sociologist）」でなくてはならない。

ページ７ サブタイトル：プロフェッションとその行動規範
ノート：プロフェッションに携わる人に要請される倫理的要請には、他者の福利の何らかの一面に対する責任と、その福利を増進するにあたって統合すべき知識と情報の複雑さが結びついている。プロフェショナルとしての責任を果たすためには、規則に従う以上のことが要求される。責任を全うするためには、成熟した判断力が必要である。そのためには、考慮すべきさまざまな事柄を総合した上で、たとえば安全の確保というような、一定の目的を達成するための最善の方法を決定しなくてはならない。
　プロフェッションは人間の福利に多大影響を与える事柄を委託されている以上、職務の遂行にあたっては、一定の倫理規範に従うことが期待されている。このような倫理規範はプロフェッションによって異なる。その日本における例はあとで詳しく見ることにしたい。どの倫理綱領の中にも、技術者は自分の行為に対して責任を負わねばならないことが、記されている。次に技術者の責任をどのように考えたらよいかを検討しよう。
ページ８ サブタイトル：技術者の責任の3つのモデル
ノート：技術者の責任をどう考えるか、どの範囲までを技術者個人の責任とみなすかについては、さまざまな考え方がある。ハリスらは専門技術者の責任について3つのモデルを提示している。
1)業務過誤モデル
　　　最低限の法的基準に大きく依存するもの

2)合理的注意モデル

　　　最低限の法的基準を満たす以上のもの

3)立派な仕事モデル

　　　“業務の要求を超えてその上を行く”もの

どのモデルで自己の責任の範囲をとらえるべきかは、仕事の場面や内容によってもことなる。それ以下で検討してみよう。

ページ９ サブタイトル：業務過誤モデル
ノート：生じる可能性のある危害に対する技術者のモラル上の責任について考えてみよう。危害は①故意、②不注意、③未必の故意によって生じる。
故意による危害は、知りながらかつ思慮しながらくわえられる。不注意による危害は、知りながらでなく、「正当な注意」を欠いてなされる。未必の故意は、認識のある過失による危害で、それが結果として、生じうる意識した上で承知しながらなされる。

専門職はその職業の標準的な運用手順に従う義務があり、この義務を果たさないことによって    起きる危害にモラル的および法的責任がある。標準的な運用手順は、最低限の受入可能な基準を規定するに過ぎない。
ページ10 サブタイトル：合理的注意モデル
ノート：上で述べた業務過誤モデルに、「正常で慎重な非専門職が心に描くような合理性のある基準」を加える。これは最低限主義の基準よりも多くを要求する。専門職の携わる業務全体が他人に危害を加えることのないよう、積極的に防止に努めるべきである。
エンジントラブルで墜落した飛行機の設計特性が安全の最低限基準を満たしていたとしても、合理的注意モデルは、さらに疑問を呈することになる。たとえ整備が十分でなく保守スタッフに過失があったとしても、他の人の不注意がありそうだと認識して、エンジンの取り付け方や保守手順を設計しなおす努力を技術者は行うべきであった。
ページ11 サブタイトル：立派な仕事モデル

ノート：倫理的技術者に望まれているのは、基礎的義務を果たし、不正行為を回避するだけでなく、「義務の要求を超えてその上をいく」態度や振舞いである。
ある設計技術者が、正規の労働時間が終わってから、かなりの時間を使って、高所の窓を磨く人たちのための安全ロープの特性が改善できるだろうかを検討している。すでに現在の設計は法的要件を満足しているのだが、かれは「われわれは自分でできる最善をしなくてはならない。それは通常、不十分なものなんだ」と考えている。
専門職の倫理に必要なのは、モラル的な気質であって、専門職はそれを自分が作業する組織に持ち込み、それによって問題に対する自分のアプローチを形づくる。ここでいう立派な仕事は専門職の生活に普通に現れるものである

ページ12 サブタイトル：全米専門技術者協会倫理規程

（ＮＳＰＥ　Ｃｏｄｅ　ｏｆ　Ｅｔｈｉｃｓ for Professional Engineers）
ノート：専門職の倫理は、専門職の共同体が採用する倫理規程と関係が深い。NSPEは、すべての技術者が、専門分野にかかわらず、登録プロフェッショナル・エンジニアであれば加入できる専門職の協会である。NSPEの倫理規程の前文には、以下のように述べられている。
　　　技術者は、重要な、高度な知識を必要とする専門家である。この職にある者は、最高度の誠実さと高潔さを発揮することが期待される。技術者の仕事は、あらゆる人たちの生活の質に、直接かつ決定的な影響を与える。したがって、技術者による業務は、誠実、公平、公明、公正に行わなくてはならず、公衆の健康、安全、福利に尽くすものでなくてはならない。技術者は、最高度の倫理行動規範にそって、専門家としての職務を遂行しなければならない。
さらにつづけて、基本的規範は以下のとおりである。
技術者は専門家としての責務を全うするにあたり、

１．公衆の安全、健康、福利を最優先しなくてはならない

２．自分の職能の範囲においてしか業務を行ってはならない

３．公に発言するに当たっては、つねに公平かつ誠実でなくてはならない

４．各雇用主ないし依頼主のために、誠実な代理人ないし受託人として行動しなくてはならない

５．偽った言動をしてはならない

６．誇りと責任感を持ち、倫理と法律を尊重して行動し、よって、この職業の名誉と、評判と、評価を高めるように務めなくてはならない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(中村収三「実践的工学倫理」, p.137より抜粋）

ページ13 サブタイトル：日本の学協会の倫理規程
ノート：日本の学協会でも、最近、倫理規程を設けるところが増えてきている。

土木学会　　　　　　　　倫理規程　　　1938制定/1995.5改訂
情報処理学会　　　　　倫理綱領　　　1996.5制定

電気学会　　　　　　　　倫理綱領　　　1998.5制定

電子情報処理学会　　倫理綱領　　　1998.7制定

建築学会　　　　　　　　倫理綱領　　　1998.12制定

日本機会学会　　　　　倫理規定　　　1999.12制定

日本化学会         行動規範　　　2001.1制定

日本原子力学会　　 　倫理規定    2001.6制定/2003.1改訂

応用物理学会　      倫理綱領   2002.3制定

化学工学会　        倫理規程　  2002.10制定

日本技術士会　      倫理要綱　  1961制定/1996改訂

ページ14 サブタイトル：土木技術者の倫理規定(1) 
ノート：戦前の1938年に土木学会が「土木技術者の信條及実践要綱」を会告として土木学会誌に発表したことは特筆される。この要綱作成の中心になったのは第23代土木学会会長の青山士であった。青山は東京帝大卒業後にパナマ運河建設にも携わった日本最初の国際派現場土木技術者であり、帰国後は内務省技監として河川整備に尽力している。このような国際経験を持った青山だからこそ要綱の作成が可能であったのではないだろうか。この要綱はその後注目を浴びることなかったが、土木学会80周年の1994年に37年ぶりに学会誌に掲載され再登場したのである。

前　文　
１．1938年（昭和13年）3月、土木学会は「土木技術者の信条および実践要綱」を発表した。この信条および要綱は1933年（昭和8年）2月に提案され、土木学会相互規約調査委員会（委員長：青山士、元土木学会会長）によって成文化された。1933年、わが国は国際連盟の脱退を宣言し、蘆溝橋事件を契機に日中戦争、太平洋戦争へ向っていた。このような時代のさなかに、「土木技術者の信条および実践要綱」を策定した見識は土木学会の誇りである。 

２．土木学会は土木事業を 担う技術者、土木工学に関わる研究者等によって構成され、1) 学会としての会員相互の交流、2) 学術・技術進歩への貢献、3) 社会に対する直接的な貢献、を目指して活動している。土木学会がこのたび、「土木技術者の信条および実践要綱」を改定し、新しく倫理規定を制定したのは、現在および将来の土木技術者が担うべき使命と責任の重大さを認識した発露に他ならない。 

ページ15 サブタイトル：土木技術者の倫理規定(2)
ノート：基本認識
１．土木技術は、有史以来今日に至るまで、人々の安全を守り、生活を豊かにする社会資本を建設し、維持・管理するために貢献してきた。とくに技術の大いなる発展に支えられた現代文明は、人類の生活を飛躍的に向上させた。しかし、技術力の拡大と多様化とともに、それが自然および社会に与える影響もまた複雑化し、増大するに至った。土木技術者はその事実を深く認識し、技術の行使にあたって常に自己を律する姿勢を堅持しなければならない。 

２．現代の世代は未来の世代の生存条件を保証する責務があり、自然と人間を共生させる環境の創造と保存は、土木技術者にとって光栄ある使命である。 

ページ16 サブタイトル：土木技術者の倫理規定(3)
ノート：倫理規定
土木技術者は

１．「美しい国土」、「安全にして安心できる生活」、「豊かな社会」をつくり、改善し、維持するためにその技術を活用し、品位と名誉を重んじ、知徳をもって社会に貢献する。 

２．自然を尊重し、現在および将来の人々の安全と福祉、健康に対する責任を最優先し、人類の持続的発展を目指して、自然および地球環境の保全と活用を図る。 

３．固有の文化に根ざした伝統技術を尊重し、先端技術の開発研究に努め、国際交流を進展させ、相互の文化を深く理解し、人類の福利高揚と安全を図る。 

４．自己の属する組織にとらわれることなく、専門的知識、技術、経験を踏まえ、総合的見地から土木事業を遂行する。 

５．専門的知識と経験の蓄積に基づき、自己の信念と良心にしたがって報告などの発表、意見の開陳を行う。 

ページ17 サブタイトル：土木技術者の倫理規定(4)
ノート：(つづき)

６．長期性、大規模性、不可逆性を有する土木事業を遂行するため、地球の持続的発展や人々の安全、福祉、健康に関する情報は公開する。 

７．公衆、土木事業の依頼者および自身に対して公平、不偏な態度を保ち、誠実に業務を行う。 

８．技術的業務に関して雇用者、もしくは依頼者の誠実な代理人、あるいは受託者として行動する。 

９．人種、宗教、性、年齢に拘わらず、あらゆる人々を公平に扱う。 

10．法律、条例、規則、契約等に従って業務を行い、不当な対価を直接　　または間接に、与え、求め、または受け取らない。

11．土木施設・構造物の機能、形態、および構造特性を理解し、その計画、設計、建設、維持、あるいは廃棄にあたって、先端技術のみならず伝統技術の活用を図り、生態系の維持および美の構成、ならびに歴史的遺産の保存に留意する。 

ページ18 サブタイトル：土木技術者の倫理規定(5)
ノート：(つづき)

12．自己の専門的能力の向上を図り、学理・工法の研究に励み、進んでその結果を学会等に公表し、技術の発展に貢献する。 
13．自己の人格、知識、および経験を活用して人材の育成に努め、それらの人々の専門的能力を向上させるための支援を行う。 

14．自己の業務についてその意義と役割を積極的に説明し、それへの批判に誠実に対応する。さらに必要に応じて、自己および他者の業務を適切に評価し、積極的に見解を表明する。 

15．本会の定める倫理規定に従って行動し、土木技術者の社会的評価の向上に不断の努力を重ねる。とくに土木学会会員は、率先してこの規定を遵守する。 

ページ19 サブタイトル：原子力学会倫理規程（1）　
ノート：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2003年1月28日第449回理事会改訂承認　

原子力は人類に著しい利益をもたらすとともに、大きな災禍を招く可能性がある。このことを我々日本原子力学会員は常に深く認し、原子力による人類の福祉と持続的発展ならびに地域と地球の環境保全への貢献を希求する。

そのため原子力の研究、開発、利用および教育に取り組むにあたり、公開の原則のもとに、自ら知識・技能の研鑚を積み、自己の職務と行為に誇りと責任を持つとともに常に自らを省み、社会における調和を図るよう努め、法令・規則を遵守し、安全を確保する。

これらの理念を実践するため、我々日本原子力学会員は、その心構えと言行の規範をここに制定する

ページ20 サブタイトル：原子力学会倫理規程（2）
ノート：憲章

１．会員は、原子力の平和利用に徹し、人類の直面する諸課題の解決に努める。 

２．会員は、公衆の安全を全てに優先させてその職務を遂行し、自らの行動を通じて公衆が安心感を得られるよう努力する。 

３．会員は、自らの専門能力の向上を図り、あわせて関係者の専門能力も向上するように努める。 

４．会員は、自らの能力の把握に努め、その能力を超えた業務を行なうことに起因して社会に重大な危害を及ぼすことがないよう行動する。 

５．会員は、自らの有する情報の正しさを確認するよう心掛け、公開を旨とし説明責任を果たし、社会における調和を図るように努める。 

６．会員は、事実を尊重し、公平・公正な態度で自ら判断を下す。 

７．会員は、自らの業務に関する契約が本憲章の他の条項に抵触しないかぎり、その契約のもとに誠実に行動する。 

８．会員は、原子力に従事することに誇りを持ち、その職の社会的な評価を高めるよう努力する。
ページ21 サブタイトル：日本原子力学会行動の手引(1)
ノート：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2003年1月28日第449回理事会改訂承認

本倫理規程は日本原子力学会員の専門活動における心構えと言行の規範について書き示したものである。我々会員はこれを自分自身の言葉に置き直して専門活動の道しるべとすることを宣言する。

我々を取り巻く環境は有限であり，かつ人類だけのものでないことから，会員は地域と地球の環境保全に対する最大限の配慮なしには人類の福祉と持続的発展は望めないとの認識に立って行動する。

日本原子力学会の会員には正会員，推薦会員，学生会員からなる個人会員のほか，賛助会員の企業または団体も含まれる。本倫理規程には，個人会員として守るべきものばかりでなく，企業や団体という組織が守るべきものが多く含まれている。一方，組織の構成員は組織の利益を優先させ組織の責務を軽視する場合があるが，個人個人の責任を果たすことなく組織の責務を果たすことはできないことを銘記する。また，賛助会員の企業または団体は，本倫理規程が遵守されるよう，率先して組織内の体制の整備に努める。

ページ22 サブタイトル：日本原子力学会行動の手引(2)
ノート：(つづき)

本倫理規程は会員の専門活動について定めたものであるが，非会員が生じさせる原子力分野のトラブルに対しても我々会員は一定の責任を有することを自覚する。すなわち会員は原子力の分野において指導的役割を果たすことで，非会員も含めて原子力関係者の倫理を向上させるよう努める。

よき社会人であるためには契約を尊重しなければならない。しかし法律に違反するような契約は無効であることを我々会員は銘記する。

以下に記す条項は，前文と憲章で述べた規範を実現するため考えるべき事柄である。我々はここに記述した条項すべてを同時に守りえない場面に遭遇することも認識している。そのような状況において，一つの条項の遵守だけにこだわり，より大切な条項を無視しないよう注意することが肝要である。多くの条項を教条主義的に信じるのではなく，倫理的によりよい行動を探索し，実行することを誓う。

個々の会員の倫理観は細部に至るまで完全に一致しているわけではなく，またある程度の多様性は許容されるものである。しかしその多様性の幅についても明示していくよう，今後努力する。また，規範は時代とともに変化することも念頭に置き，我々は本倫理規程を見直していくことを約束する。

ページ23 サブタイトル：日本原子力学会行動の手引(3)
ノート：（つづき）
原子力利用の基本方針 

1-1. 原子力の平和利用は，原子力発電の関連分野から，理学・医療・農業・工業等における放射線や同位体の利用技術に関連する分野まで，極めて多岐にわたっており，本会の専門分野はこれらのすべての分野と関連している。会員は専門とする技術がその大小はともあれ災禍を招く可能性があることを認識し，その技術を通じて人類の福祉に貢献するよう行動する。 

平和利用への限定 

1-2. 原子力の利用目的は平和利用に限定する。会員は，自らの尊厳と名誉に基づき，核兵器の研究・開発・製造・取得・利用に一切参加しない。 

諸課題解決への努力 

1-3. 人類の生存の質の向上，快適な生活の確保のためには，経済の持続的発展とエネルギーの安定供給，環境の保全という課題をともに達成することが必要であるが，それに至る道筋は明らかではない。これに資するため，会員は原子力平和利用に具体的手だてを見出し活用するよう，不断の努力を積む。 

安全確保の努力 

2-1. 会員は，原子力技術の取り扱いを誤ると人類の安全を脅かす可能性があることをよく理解し，安全確保のため常に最大限の努力を払う。 

安全知識・技術の習得 

2-2. 会員は，原子力・放射線に関連する事業，研究，諸作業において，法令・規則を遵守することはもちろん，安全を確保するために必要な専門知識・技術の向上に努める。 

効率優先への戒め 

2-3. 会員は，原子力・放射線関連の施設において安全性の確認されていない効率化を行わない。効率化すなわち進歩と誤解して安全性の十分な確認を行うことなく設備や作業を変更しない。  
ページ24 サブタイトル：日本原子力学会行動の手引(4）

ノート：（つづき）
経済性優先への戒め 

2-4. 会員は，原子力・放射線関連の施設の運転管理にあたり，経済性を安全性に優先させない。また，資金不足を安全性の低下した状態を放置する理由とはしない。 

安全性向上の努力 

2-5. 会員は，運転管理する施設の安全性向上に努める。安全性の損なわれた状態を自らの権限で改善できない場合には，権限を有する者へ働きかけ，改善されるよう努める。

　　　なお，原子力に関する諸活動において権限を有する者は，その職位の重さを自覚し，安全性向上に最大限の努力を払う。 

慎重さの要求 

2-6. 会員は，原子力・放射線関連の作業においては常に慎重に振る舞う。これまで内外の原子力施設において作業の完了を急いだり手順を粗略にして大事故に至った例を想起し，教訓とする。 

技術成熟の過信への戒め 

2-7. 会員は，原子力技術が成熟したとして安全性を過信しない。原子力開発の歴史はいまだ１世紀に満たない。今後とも新たな技術的問題が出ることがありうるとして，緊張感を持って新しい事象が発生することに対し警戒心を維持する。 

公衆の安心 

2-8. 公衆の安心は，原子力技術を扱う者に対する公衆の信頼感によって強化される。会員は，自らの行動を厳しく律し，安全を確保する努力を通じて公衆が安心できるよう努める。公衆に「安心」を押し付けない。 

会員の安心への戒め 

2-9. 会員は，公衆の安心を求めることで自らが安心してはならない。公衆の安心は，原子力技術を扱う者がその危険性を十分に認識し，緊張感を保って作業することによって得られる。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(8-2項まで続く）

ページ25 サブタイトル：シティコープタワーと W. J. ルメジャー
ノート：ニューヨーク市のシティコープタワーは1977年に完成した。建設用地の一部を所有する教会の建物の上に59階建てのタワーを建設するという困難を克服して完成した。このユニークな支持構造を設計したのはウイリアム・ルメジャーであった。

しかし完成の翌年、設計を研究する学生からの指摘から、「16年に一度のハリケーン」に持ちこたえられないことが判明した。また、工事の過程で溶接接合ではなくボルト接合へ変更されていいて、強度に問題が生じる危険性にも気づいた。

ルメジャーは構造上の欠陥を保険会社の弁護士やシティコープの重役に説明し、多くの協力者の支援も得て、速やかに修理が完成し、「700年に1度のハリケーン」にも耐える建物に生まれ変わった。 
ページ26 サブタイトル：ルメジャーの果たしたこと
ノート：ルメジャーは、当時の市の建設基準に定められていない対角線方向からの風の影響について心配した。そして、風洞実験によって危険を確信した。このことは、法的基準を満たすという最小限の責任範囲を超えるものであった。

建物完成後にも、安全性への配慮を怠らなかったルメジャーのとった責任ある行動が、補修工事を円滑に進めることになった。

ページ27 サブタイトル：ルメジャーの発言
ノート：ルメジャーは、事故を未然に防いだ自分のエピソードを学生たちに語ったあとで、次のように締めくくった。

「君たちには社会的な義務があります。技術者としての免許を得、尊敬をうけることとひきかえに、君たちは自己犠牲的であることを求められ、自分自身や自分のクライアントの利害をこえて社会全体を見渡すことが求められます。わたしのエピソードで一番すばらしいのは、わたしがこの求めに応じたときには何もわるいことはおきなかった、ということなのです」。

この発言から、ルメジャーがなぜあえて自分の設計ミスを公表してビルの修復をする方向で考えたのかを伺い知ることができる。ルメジャーが斜めからの風を見落としたのは市の建築基準自体において斜め風に対する強度測定を要求していなかったからで、気づかないふりをしていたとしても十分やりすごすことができたかもしもしれない。そういう状況下であえて設計ミスを公表する道をえらんだ根拠として、彼は自分が技術者としての免許を受けていること、尊敬をうけていること、を挙げている。

講義におけるインストラクター、教員の条件：

プロフェッションに関して造詣が深い者、技術者として長年仕事をしてプロフェッションをよく理解している者
科目開発担当者：

黒田光太郎（名古屋大学工学研究科教授）、
伊勢田哲治（名古屋大学情報科学研究科助教授）、

戸田山和久（名古屋大学情報科学研究科教授）、

杉原桂太（南山大学社会倫理研究所非常勤研究員）





















PAGE  

